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●例題１　2026 年度　名古屋大学：問題Ⅰ

　1904 年にはじまった日露戦争はイギリスから見てど
のような戦争であったか。図も参考にしながら、以下の
語句をすべて用いて、350 字以内で述べなさい。（解答
条件省略）

　三国協商　三国同盟　日英同盟　英露協商
　（図、注を省略）

●例題２　2026 年度　慶應義塾大学：文学部Ⅱ

（イ）�　1987 年末からパレスチナではイスラエルの占
領に抵抗する民衆蜂起として（　Ａ　）が始まり、
翌年に PLO はパレスチナ国家の独立を宣言した。
1993 年にはアメリカの（　Ｂ　）大統領が仲介し、
PLO の（　Ｃ　）議長とイスラエルの（　Ｄ　）
首相は（　Ｅ　）合意を結んだが、その後において
も（　Ｆ　）の帰属などをめぐって双方は対立した。

　　（語群省略）

（ロ）�　アメリカの中東政策に対する反感が高まるなか
で 2001 年にイスラム過激派組織の（　Ｇ　）がア
メリカ本土において同時多発テロ事件を起こし、ア
メリカの（　Ｈ　）政権はただちに反撃に出た。ア
メリカは、（　Ｇ　）の指導者である（　Ｉ　）が�
（　Ｊ　）の（　Ｋ　）政権に保護されているとし、
同盟国とともに（　Ｊ　）を軍事攻撃した。

　　（語群省略）

今年も昨年度から始まった「歴史総合」（以下、「歴総」）
からの出題の分析から始めたい。一番の注目点は、「日本
史探究」（以下、「日探」）の学習だけでどの程度対応で
きるのか、それとも「歴総」の本格的な学習が必要なのか、
であった。昨年度の分析結果を簡単に示しておくと、国
公立大の論述問題は、日本の動向を中心に他国との関係
を問うか、他国を中心にしても日本との関わりを問うか
であり、「歴総」の知識があればよりアプローチしやすい
が、「日探」の学習だけでも、世界との関わりを意識した
学習をしていれば十分対応できる問題であった。一方で、
私大を含めた歴史用語を問う問題では「歴総」の確実な
学習が必要な問題が出題された。こうした傾向が、今年
度どう変化するのかしないのかが注目されたが、結論か
ら言うと大体昨年度通りだったといっていいだろう。

国公立大で「歴総」から本格的な論述問題を出題して
いるのは、一橋大学、東京外国語大学、名古屋大学であ
る。一橋大学は昨年度同様第Ⅲ問の問１が世界史からの
問題で、問２が日本史からの問題であったが、問１は第
一次石油危機の直接的な契機と背景を問う問題で、直接
的契機は「日探」の学習範囲であり、第一次世界大戦終
結までさかのぼる背景は世界史の知識ではあるが、昨今
の中東情勢のなかで話題になっているため、日本史選択
者でもある程度アプローチできたであろう。東京外国語

大学は「歴総」の問題として「大衆化」と社会主義をテー
マに会話と資料で構成された９ページに及ぶ問題文を読
ませ解答させる問題であった。歴史用語を問う問題は問

３のマルクス以外は「日探」の知識であり、問５・６の
論述問題は資料をじっくり読んでいけばアプローチでき
るものになっている。名古屋大学の問題Ⅰ（例題１）は
日露戦争のイギリスにとっての意味を問う問題であった。

「日探」範囲外の「英露協商」が指定語句になってはい
たが、これが「三国協商」につながることは容易に想像

「歴史総合」からの出題1 できるであろうから、「日探」の学習で当時の世界情勢に
気を配っていれば、ある程度対応できる問題であった。

次にいわゆる私大型の空欄補充問題や正誤問題を見て
いくと、こちらは前述したように「日探」の知識だけで
は対応できない問題が散見される。慶應義塾大学文学部
Ⅱ（例題２）、中央大学商学部２月 13 日分Ⅲ（例題３）
などはその例である。
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●例題４　2026 年度　一橋大学：Ⅱ

　1931 年 9 月 21 日、イギリスが金本位制の離脱を表
明すると、三井銀行は、数日のうちに多額のドル資金を
買い入れた。三菱銀行や住友銀行も同様の行動をとった。
これらのほかの銀行も、外国為替銀行の横浜正金銀行で、
円をドルにかえた。三井銀行などの行動は「ドル買い」
と非難され、1932 年 3月 5日、三井合名会社理事長の
団琢磨が菱沼五郎に暗殺される事件が起きた。批判をか
わすため、三井では池田成彬を中心に財閥の「転向」と
よばれる措置を講じた。

問３�　「ドル買い」の結果、なぜ銀行が利益を上げられ
るのか、為替相場の変化をふまえて説明しなさい。

問４�　日本において、①貨幣法の制定、②金輸出禁止、
③金輸出解禁、④金輸出再禁止が行われた目的をそ
れぞれ説明しなさい。

（リード文省略）
問 14�　下線部⑪に関連して、シリア内戦に関する説明

として誤っているものを次のア～エから一つ選び、
その記号をマークしなさい。

　ア�．シリア内戦では、アサド政権、反政府組織やアル
＝カイーダ系の武装勢力、クルド人、シーア派など、
国内の諸勢力が複雑にからみ合い、アメリカ合衆国
などがそれぞれの利害のもとに介入した。

　イ�．シリアの反体制派を、アメリカ合衆国や有志国連
合が支援した。

　ウ�．シリア内のクルド人勢力をトルコが支援した。
　エ�．アサド政権に対しては、ロシアやイランが支援を
行っていた。

●例題３　2026 年度　中央大学：商学部２月 13日分Ⅲ（3）

ともに 20 世紀末から 21 世紀の中東情勢に関する設
問だが、「歴総」ではこのように 2000 年代の新しい時
代からの出題も少なくないので注意したい。「歴総」学
習の際には用語を丸暗記するのではなく、世界の横のつ
ながりを意識し、時代ごとの特徴をつかんでいくことが
重要である。『明解 歴史総合図説 シンフォニア』の各
部にある「時代の展望」などを参考にするとよいだろう。

一般に国公立大学の入試で地歴を課している大学は少
なく、たとえ課していても文学部を中心に一部の学部・
学科のみの場合が多い。したがって受験者数が少なく、
採点の負担が少ないということもあって、論述問題を出
題するところがほとんどである。自分で文章を書いて説
明させることで、思考力、判断力、表現力を測ることが
できるからであろう。

ただ、出題形式はさまざまで、大きくは、論述問題中
心の大学と単答問題との併用型の大学に分かれる。後者
の大学で問われる歴史用語は、難関私大に比べて基本的
な用語が多く、難関大学だからといって細かい用語を覚
える必要はない。しかし、一方で、選択問題は少なく、
正確に漢字で書ける知識が要求されている。また、正誤
問題が少ないのが特徴的で、これらは共通テストの受験
が前提であることの影響であろう。

加えて、史料・図版・表・グラフを読み取らせて解答
させる問題も多い。論述問題でもこうした形式の問題も
多く、なかには読み取りにより教科書的知識以上の思考
力を要求する問題も見られる（東京大学・名古屋大学な
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ど）。
次に 2026 年度の国公立大学入試における出題テーマ

の特徴を論述問題を中心に見ていきたい。

  （1）出題テーマの特徴
本年度は社会経済史からの出題が多かった。東京大学

では第３問で近世の林業の村を扱った問題が、第４問で
は日中戦争期から高度経済成長期までの女性の働き方の
特徴を問う問題が出題された。京都大学第４問（２）は、
鎌倉時代の経済を流通を中心に説明させる問題であっ
た。一橋大学は第Ⅱ問が金本位制をテーマとした問題（例

題４）で、先述した第Ⅲ問では問２が第一次石油危機の
日本への影響を問う問題であった。筑波大学は第３問で
江戸時代前期の経済を問い、大阪大学は第２問で院政期
の荘園の特徴を、第３問で徳川綱吉の貨幣改鋳を背景と
結果を含めて問うた。ただし、近現代史からは、やはり「歴
総」を意識した外交・戦争に関わる出題が多いのは変わ
らなかった。

戦後史については「歴総」で扱う場合を除いてそれほ
ど多くはなく、時期もおおむね 1970 年代までに収まっ
ており、「日探」学習としては 1970 年代までで一応対
応できる。

  （2）史資料を使った問題への対応
先述したが、国公立大学の入試問題では、史資料を使っ
た出題が多く、文字資料を筆頭に、図版、表、グラフな
どの読み取りを前提に論述させる。今年度もそのような 
問題が各大学で出題されている。東京学芸大学第２問 
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問６は図Ｘ・Ｙの読み取りや会話文からまとめのノート
の空欄を文章で埋める問題であった。こうした絵画資料
の情報分析をしていくには日頃からその読み取りの練習
をしっかりしておくことが必要だろう。『図説 日本史通
覧』（以下、『通覧』）の入試対策の特集（p.339～344）
はこうした資料の読み解き演習であり、有効に利用でき
るものであろう。

私立大学で地歴を受験科目に課す大学は膨大であり、
一部近世以降とか近現代のみと範囲を限定している大
学・学部があるが、基本的には、さまざまな時代・分野
から満遍なく出題される。したがって、原始から少なく
とも 1970 年代までの基本的事項の学習が対策のベース
である。そのことを前提にして、本年度入試を中心に、
最近の傾向として注目しておきたい点をいくつか指摘し
てみたい。

  （1）1980 年代以降の現代史
1970 年代までの学習が基本である旨先述したが、こ

こ数年は 1980 年代（以下、80 年代）以降の現代史か
らの出題が増加している。特に関東の私大でそれが顕著
で、そろそろ 80 年代は基本的事項の学習の範囲に入れ
ておいた方が無難になってきている。首相名も特に中曽
根康弘は必須であろう。とはいえ、80 年代以降だけを
本格的に扱った問題はまだ少なく、戦後史をテーマに最
後に 80 年代に入り、数問問うという形で出題されるパ
ターンが多い。例題５の明治大学政治経済学部第Ⅳ問が
典型的パターンである。
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●例題５　2026 年度　明治大学：政治経済学部Ⅳ

〔Ⅳ〕次の文章を読み、以下の設問に答えなさい。

　第二次世界大戦直後の日本は、政治・経済だけでなく、
社会・文化も大きく変化した。連合国軍最高司令官総司
令部（GHQ）による民主化が推進され（中略）
　1980 年代後半、日本ではバブル経済と呼ばれる地価
や株価の暴騰を伴う内需景気が起きた。冷戦の終結が宣
言されると、世界では（ク）経済のグローバル化が進んだ
が、1990 年代に入ると（ケ）バブル崩壊とともに日本経
済は停滞し、（コ）政治状況も不安定となった。

問８�　下線部（ク）に関連して、第二次世界大戦後の日
本の通商問題についての記述としてもっとも適切な
ものはどれか。Ａ～Ｄから一つ選び、解答欄にマー

クしなさい。

　（選択肢Ａ～Ｄ省略）

問９�　下線部（ケ）に関連して、バブル崩壊後 1990 年
代半ばから 2000 年代初頭の日本の経済・社会につ
いての記述としてもっとも適切なものはどれか。Ａ
～Ｄから一つ選び、解答欄にマークしなさい。

　（選択肢Ａ～Ｄ省略）

問 10�　下線部（コ）に関連して、55年体制崩壊後に就
任した首相について、その就任の順序として正し
いものはどれか。Ａ～Ｄから一つ選び、解答欄に
マークしなさい。

　（選択肢Ａ～Ｄ省略）

80 年代後半以降についてはピンポイントで問われる
ので、そこは特に押さえておきたい。政治史では中曽根
康弘内閣の政策、55 年体制の崩壊など、経済史では貿
易摩擦と農産物の輸入自由化、プラザ合意からバブル経
済、平成不況など、外交史では湾岸戦争と PKO 協力法
以降の国際貢献、村山談話、日米安保共同宣言と新ガイ
ドライン及びその関連法、京都議定書などの環境問題や
東海村 JCO 臨界事故などの原発関係の出題頻度が高い。

  （2）蝦夷地・北海道史、琉球・沖縄史
昨年度非常に多かったこのテーマだが、今年度はやや

落ち着いた観がある。本格的に扱った例としては、津田

塾大学学芸学部２月５日分第３問で近世から現代までの
蝦夷地・北海道史を年表を提示して出題している。また、
法政大学２月 16 日分第３問で近現代の沖縄を、同志社

大学２月７日分第３問（１）、２月９日分第３問（３）

ではそれぞれ明治政府の北海道・沖縄政策を扱っている。
こうした蝦夷地・北海道史と琉球・沖縄史の学習には『通
覧』が有用である。中世・近世・近代・現代にそれぞれ
特集が組まれており（現代は沖縄のみ）、詳しく、ビジュ
アルにまとめられているので理解しやすい。

  （3）論述問題への対応
受験生の思考力、判断力、表現力を測るには論述問題

がもっとも適当である。したがって、最近難関大学といわ
れている大学で徐々に論述問題を課すところが増加して
いる。こうした問題への対策は演習しかないので、各大
学の過去問を集めて演習を重ねていく必要があるだろう。


